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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第109期

第２四半期連結
累計期間

第110期
第２四半期連結
累計期間

第109期
第２四半期連結
会計期間

第110期
第２四半期連結
会計期間

第109期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ４月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ７月１日
至  平成21年
     ９月30日

自  平成22年
     ７月１日
至  平成22年
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年
     ３月31日

売上高 (千円) 1,702,5331,656,910843,646 778,5413,126,150

経常利益又は
経常損失(△)

(千円) △34,195△593,234△37,375△194,111 153,894

当期純利益又は四半期
純損失(△)

(千円) △37,585△596,884△39,070△197,799 155,511

純資産額 (千円) ― ― 6,276,8815,955,8716,546,912

総資産額 (千円) ― ― 8,435,1238,008,7758,764,221

１株当たり純資産額 (円) ― ― 133.84 127.07 139.84

１株当たり当期純利益
金額又は１株当たり
四半期純損失金額(△)

(円) △0.84 △12.83 △0.84 △4.25 3.40

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 74.4 73.8 74.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 175,697△337,226 ― ― △16,198

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △109,778△21,774 ― ― △647,000

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 167,765△77,996 ― ― 255,367

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 1,319,911249,024 684,830

従業員数 (名) ― ― 179 197 194

(注)  １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

２ 第109期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため、記載しておりません。

３ 第109期第２四半期連結累計期間及び第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、四半期純損失が計上されているため、記載しておりません。

４ 第110期第２四半期連結累計期間及び第２四半期連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額については、四半期純損失が計上されており、また、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため、記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第2四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) 197(48)

(注)  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年９月30日現在

従業員数(名) ５(１)

(注)  従業員数欄の(外書)は、臨時従業員の当第２四半期会計期間の平均雇用人員(１日８時間換算)であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

工業用品事業 289,318 ―

食品医療用品事業 94,291 ―

スポーツ用品事業 233,770 ―

その他 ― ―

合計 617,380 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。
２  金額は、販売価格によっております。
３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

工業用品事業 345,321 ― 130,387 ―

食品医療用品事業 110,430 ― 41,104 ―

その他 ― ― ― ―

合計 455,751 ― 171,491 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

工業用品事業 352,827 ―

食品医療用品事業 106,828 ―

スポーツ用品事業 318,886 ―

その他 ― ―

合計 778,541 ―

(注) １  セグメント間取引については、相殺消去しております。

２  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

３  上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（１）事業等のリスク 

当第２四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有

価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

　

（２）継続企業の前提に関する重要事象等

当社グループは、前連結会計年度において155,511千円の当期純利益を計上したものの、421,107千円の

営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においても227,197千円の営業損失および596,884

千円の四半期純損失を計上しております。また、営業キャッシュ・フローについても継続的にマイナスと

なっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当該状況を改善すべく「中期経営計画」を策定し、対応策の施策を行っておりますが、早期の業績回復

は依然として不透明であり、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。

（１）経営成績の分析

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、輸出関連を中心とした企業業績の回復や、政府によ

る緊急経済対策の効果などから一部に改善の兆しが見られるものの、欧州財政の信用不安や急激な円高

から企業業績の下振れ懸念が生じ先行き不透明な状況で推移しました。

このような経済状況のもと、当社グループを取り巻く周辺環境も一段と厳しさを増しております。

当第２四半期連結会計期間の連結売上高は、設備投資関連の需要減退の影響を受け、前年同四半期比

7.7％減の778,541千円となりました。損益面におきましては、中期経営計画実現のため、様々な取り組み

により、損益分岐点の低下を図っておりますが、売上高減少による影響を含め、営業損失は114,792千円

（前年同四半期は営業損失80,420千円）となり、有価証券の評価損の計上により営業外費用が増加した

ため、経常損失は194,111千円（前年同四半期は経常損失37,375千円）、四半期純損失は197,799千円（前

年同四半期は四半期純損失39,070千円）となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

(工業用品事業)

当事業は、ゴムライニングは水処理・製鉄・化学業界の設備投資の需要減少が昨年度に引き続き低調に

推移いたしましたが、前連結会計年度にShowa Rubber（Malaysia）Sdn.Bhd.が連結対象子会社となり、ま

た、型物、スポンジボールが好調に推移したため、売上高は352,827千円となりました。

(食品医療用品事業)

当事業は、哺乳器用乳首が国内向け、海外向け共に低調に推移し、また、特殊型物製品・食品パッキン等に

ついても低調に推移したため、売上高は106,828千円となりました。

(スポーツ用品事業)

当事業は、主力であるソフトテニスボールが低調に推移し、また、用品関連のテニスウェアを中心とする

ルーセント商品、スポーツ施設工事についても低調に推移したため、売上高は318,886千円となりました。

　

（２）財政状態の分析

（資産）

当第２四半期連結会計期間末における資産残高は、8,008,775千円（前連結会計年度末比755,445千円

減）となり、流動資産は、2,777,704千円（前連結会計年度末比765,540千円減）、固定資産は、5,231,071

千円（前連結会計年度末比10,095千円増）、となりました。

流動資産減少の主な原因は、時価評価等による有価証券の減少（前連結会計年度末比443,115千円減）

であります。

固定資産増加の主な原因は、取得等による有形固定資産の増加（前連結会計年度末比40,285千円増）

であります。

　

（負債）

当第２四半期連結会計期間末における負債残高は、2,052,904千円（前連結会計年度末比164,404千円

減）となり、流動負債は、754,003千円（前連結会計年度末比99,196千円減）、固定負債は、1,298,901千円

（前連結会計年度末比65,207千円減）、となりました。

流動負債減少の主な原因は、短期借入金の返済による減少（前連結会計年度末比60,000千円減）であ

ります。

固定負債減少の主な原因は、退職金支払による退職給付引当金の減少（前連結会計年度末比48,267千

円減）であります。
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（純資産）

当第２四半期連結会計期間末における純資産残高は、5,955,871千円（前連結会計年度末比591,041千

円減）となりました。

純資産減少の主な原因は、四半期純損失計上による利益剰余金の減少（前連結会計年度末比596,884千

円減）であります。

　

（３）キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、第１四半期

連結会計期間末に比べ29,382千円減少し249,024千円（前年同四半期比1,070,887千円減）となりまし

た。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における営業収入は822,089千円（前年同四半期比166,034千円減）とな

り、定年退職者等の退職金支給のため人件費支出が増加したことにより、営業活動による資金の減少は

81,169千円（前年同四半期比158,472千円増）となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の増加は97,664千円（前年同四半期比

189,694千円増）であります。これは主として定期預金の払戻しによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は38,997千円（前年同四半期比29,999

千円増）であります。これは主として借入金の返済によるものであります。

　

（４）事業等のリスクに記載した重要事象等についての分析・検討内容及び当該事象等を解消し、または改善する為の

対応策

当社グループは、前連結会計年度において155,511千円の当期純利益を計上したものの、421,107千円の

営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においても227,197千円の営業損失および596,884

千円の四半期純損失を計上しております。また、営業キャッシュ・フローについても継続的にマイナスと

なっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を改善すべく、平成18年３月および平成19年５月に第三者割当による新株予

約権の発行、平成20年６月および平成21年６月に第三者割当による新株の発行、平成18年10月臨時株主総

会にて決議されました株主無償割当による新株予約権の発行によって8,340,343千円の資金を調達し、運

転資金については十分な手当てをしており、更に、「資金活用プロジェクト」を立ち上げ資金投入計画を

策定し、既存設備の更新・増設、同業異業種のＭ＆Ａ・事業譲受・海外進出等を図っております。

また、当社グループは厳しい市場環境の中、基本方針を達成し、営業利益の確保を図れるよう「中期経

営計画」を策定しておりますので重要な疑義は解消できると考えております。

　

（５）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題について重

要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　
（６）研究開発活動

当第２四半期連結会計期間における研究開発活動の総額は17,622千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 180,000,000

計 180,000,000

(注)　平成22年８月26日臨時株主総会において決議され、発行可能株式総数が100,000,000株増加しました。

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年11月15日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 46,958,02646,958,026
東京証券取引所
（市場第二部）

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式。
単元株式数は100株でありま
す。

計 46,958,02646,958,026― ―

(注)　提出日現在の発行数には、平成22年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は含まれておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

①会社法第236条、第238条、第240条の規定に基づく新株予約権（ストック・オプション）の内容

（平成21年６月29日定時株主総会決議）

　
第２四半期会計期間末現在
(平成22年９月30日)

新株予約権の数（個） 9,310(注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 931,000

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株につき１円

新株予約権の行使期間 平成21年10月１日～平成31年９月30日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　　　　１円
資本組入額　　　　１円

新株予約権の行使の条件

各本新株予約権の１個を分割して行使できない。
新株予約権の割り当てを受けたものは、権利行使時に
おいても、当社の取締役又は監査役若しくは執行役員
又は従業員の地位にあることを要する。ただし、任期満
了による退任、定年退職等その他正当な理由のある場
合にはこの限りではない。
行使時の東京証券取引所の公表する当社株価が１株当
たり150円を超えていることを要する。

新株予約権の譲渡に関する事項 本新株予約権の譲渡は出来ない。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

（注）　新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年９月30日 ─ 46,958,026 ─ 4,036,941 ─ 100,063

　

(6) 【大株主の状況】

　 　 平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

明日香野ホールディングス株式
会社

大阪府大阪市生野区巽４丁目14-８ 15,000 31.94

Ａ．Ｐ．Ｆ．ホールディングス
株式会社

大阪府松原市天美南４丁目７-25 5,000 10.64

株式会社ＭＡインターナショナ
ル

東京都港区六本木３丁目18-15 416 0.88

若　土　　征　男 富山県富山市 200 0.42

秋　山　　哲　也 東京都渋谷区 198 0.42

田　中　　成　典 岐阜県養老郡養老町 182 0.38

カブドットコム証券株式会社 東京都千代田区大手町１丁目３－２ 160 0.34

曽　我　　為　好 東京都練馬区 155 0.33

高　橋　　洋　一 東京都江戸川区 138 0.29

太陽開発株式会社 熊本県八千代市新開町３－11 134 0.28

計 ― 21,583 45.96

(注) １．上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が６千株あります。

２．上記のほか、当社保有の自己株式438千株（0.93％）があります。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 平成22年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

438,700
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

　46,478,900
464,789同上

単元未満株式
普通株式

40,426
― 同上

発行済株式総数 46,958,026― ―

総株主の議決権 ― 464,789 ―

(注)  「完全議決権株式数（その他）」欄には、証券保管振替機構名義の株式が6,500株（議決権65個）含まれており

ます。
　
② 【自己株式等】

　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
昭和ホールディングス㈱

千葉県柏市十余二348番地 438,700― 438,700 0.93

計 ― 438,700― 438,700 0.93

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月

最高(円) 48 48 40 32 26 26

最低(円) 39 35 30 23 17 19

(注) 最高・最低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

(１) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

取締役 ― 四　元　　衆 平成22年10月１日

(注)四元衆は社外取締役であります。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１

日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表についてはビーエー東京監査法人による四半期レビューを受け、また、当第

２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平

成22年４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、稲森公認会計士事務所

稲森信幸氏および公認会計士松本健司事務所松本健司氏の２名により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 264,436 790,228

受取手形及び売掛金 ※２
 1,021,268

※２
 916,137

有価証券 467,812 910,928

商品及び製品 249,761 231,161

仕掛品 159,803 189,786

原材料及び貯蔵品 90,427 78,711

未収入金 105,050 104,683

短期貸付金 360,000 270,000

その他 60,923 53,880

貸倒引当金 △1,779 △2,271

流動資産合計 2,777,704 3,543,244

固定資産

有形固定資産

土地 2,050,894 2,050,894

その他（純額） ※１
 234,723

※１
 194,438

有形固定資産合計 2,285,618 2,245,333

無形固定資産 7,533 7,658

投資その他の資産

投資有価証券 2,811,382 2,815,986

破産更生債権等 1,178,161 1,174,953

差入保証金 857,684 875,128

その他 668,848 676,865

貸倒引当金 △2,578,157 △2,574,949

投資その他の資産合計 2,937,919 2,967,985

固定資産合計 5,231,071 5,220,976

資産合計 8,008,775 8,764,221
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 380,230 361,748

短期借入金 60,000 155,330

1年内返済予定の長期借入金 33,332 －

未払法人税等 13,345 26,356

未払費用 77,924 138,355

賞与引当金 69,600 69,600

その他 119,569 101,809

流動負債合計 754,003 853,199

固定負債

長期借入金 152,055 168,045

退職給付引当金 298,993 347,261

再評価に係る繰延税金負債 809,556 809,556

負ののれん 8,155 9,115

その他 30,140 30,130

固定負債合計 1,298,901 1,364,109

負債合計 2,052,904 2,217,308

純資産の部

株主資本

資本金 4,036,941 4,036,941

資本剰余金 1,000,627 1,000,627

利益剰余金 △305,464 291,419

自己株式 △23,156 △23,148

株主資本合計 4,708,947 5,305,839

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △6,959 △6,686

土地再評価差額金 1,194,296 1,194,296

為替換算調整勘定 15,039 11,704

評価・換算差額等合計 1,202,377 1,199,314

新株予約権 7,241 3,899

少数株主持分 37,305 37,859

純資産合計 5,955,871 6,546,912

負債純資産合計 8,008,775 8,764,221
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 1,702,533 1,656,910

売上原価 1,284,764 1,290,740

売上総利益 417,769 366,170

販売費及び一般管理費 ※１
 555,746

※１
 593,368

営業損失（△） △137,976 △227,197

営業外収益

受取利息 94,462 58,104

受取配当金 3,260 2,914

有価証券売却益 33,068 －

有価証券評価益 41,098 －

その他 3,179 9,308

営業外収益合計 175,069 70,327

営業外費用

支払利息 3,125 3,492

有価証券売却損 － 724

有価証券評価損 － 415,322

株式交付費 4,280 －

訴訟関連費用 48,446 10,522

持分法による投資損失 2,671 1,945

その他 12,764 4,356

営業外費用合計 71,287 436,364

経常損失（△） △34,195 △593,234

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,117

有形固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 1,117

税金等調整前四半期純損失（△） △34,195 △594,352

法人税、住民税及び事業税 3,390 3,457

法人税等合計 3,390 3,457

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △597,809

少数株主損失（△） － △925

四半期純損失（△） △37,585 △596,884
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【第２四半期連結会計期間】
（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年９月30日)

売上高 843,646 778,541

売上原価 648,836 589,406

売上総利益 194,809 189,135

販売費及び一般管理費 ※１
 275,230

※１
 303,928

営業損失（△） △80,420 △114,792

営業外収益

受取利息 48,007 6,082

受取配当金 266 83

有価証券売却益 21,688 －

有価証券評価益 3,846 －

その他 1,064 2,542

営業外収益合計 74,872 8,708

営業外費用

支払利息 1,537 1,662

有価証券売却損 － 1,297

有価証券評価損 － 77,295

訴訟関連費用 22,817 4,447

持分法による投資損失 83 1,945

その他 7,388 1,377

営業外費用合計 31,827 88,027

経常損失（△） △37,375 △194,111

特別損失

投資有価証券売却損 － 1,117

有形固定資産除却損 0 0

特別損失合計 0 1,117

税金等調整前四半期純損失（△） △37,375 △195,229

法人税、住民税及び事業税 1,695 2,772

法人税等合計 1,695 2,772

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △198,001

少数株主損失（△） － △201

四半期純損失（△） △39,070 △197,799
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

営業収入 1,929,258 1,549,830

原材料又は商品の仕入れによる支出 △766,010 △755,644

人件費の支出 △647,302 △789,371

その他の営業支出 △410,773 △371,059

小計 105,173 △366,244

利息及び配当金の受取額 80,382 46,859

利息の支払額 △3,094 △3,145

法人税等の支払額 △6,764 △14,696

営業活動によるキャッシュ・フロー 175,697 △337,226

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,000 －

定期預金の払戻による収入 500,000 90,000

有価証券の取得による支出 △660,392 △17,893

有価証券の売却による収入 448,717 53,904

有形固定資産の取得による支出 △99,897 △65,255

投資有価証券の取得による支出 △238 △187

投資有価証券の売却による収入 － 1,455

貸付けによる支出 △200,400 △460,000

貸付金の回収による収入 2,432 376,202

投資活動によるキャッシュ・フロー △109,778 △21,774

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 － △60,000

長期借入金の返済による支出 △27,988 △17,988

株式の発行による収入 195,767 －

自己株式の取得による支出 △14 △8

財務活動によるキャッシュ・フロー 167,765 △77,996

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 1,190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 233,684 △435,806

現金及び現金同等物の期首残高 1,086,227 684,830

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,319,911 249,024
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【継続企業の前提に関する事項】

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

当社グループは、前連結会計年度において155,511千円の当期純利益を計上したものの、421,107千円

の営業損失を計上しており、当第２四半期連結累計期間においても227,197千円の営業損失および

596,884千円の四半期純損失を計上しております。また、営業キャッシュ・フローについても継続的に

マイナスとなっており、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

当社グループは、当該状況を改善すべく、平成18年３月および平成19年５月に第三者割当による新株

予約権の発行、平成20年６月および平成21年６月に第三者割当による新株の発行、平成18年10月臨時株

主総会にて決議されました株主無償割当による新株予約権の発行によって8,340,343千円の資金を調

達し、運転資金については十分な手当てをしており、更に、「資金活用プロジェクト」を立ち上げ資金

投入計画を策定し、既存設備の更新・増設、同業異業種のＭ＆Ａ・事業譲受・海外進出等を図っており

ます。

また、当社グループは厳しい市場環境の中、次の基本方針を達成し、営業利益の確保を図れるよう

「中期経営計画」を策定しておりますので重要な疑義は解消できると考えております。

　

１．現在、当社グループの自己資本比率は73.8％であり、財務上、十分な安全性を持っていると考え

ております。

２．現在、当社グループの流動資産は2,777,704千円、これに対して、借入金は245,387千円となって

おり、極めて健全な財務状況にあると考えております。

３．このような株主の皆様から預かりました資産を持って、強靭な財務体質をこれからも健全に保

ち、同時に業績の拡大に積極的に取り組んでまいります。

４．創業120有余年のゴム製品事業を基幹事業と位置付け、企業の成長と発展を図り、更なる業容の

拡大、収益の改善を目指します。

５．これを実現するため、新素材での製品、新配合ゴムによるゴムライニングを製品化しておりま

す。

６．これら新製品を国内市場において販売拡大を図るべく、社内人材の再教育を行い、営業人員のレ

ベルアップ、営業体制の強化を行ってまいります。

７．海外においても販売開始を狙い、すでに人員の確保を行っており、海外での営業活動を開始して

まいります。

８．今後とも国内市場開拓、新興国での販売拡大を目指し、売上高に対して業界平均を超える２％程

度の研究開発費を積極的に投入し、独自技術の開発、独自製品の開発を行い、今後の企業活動の継

続発展に資するよう、尽力いたします。

９．事業リスク管理のため、企業倫理・法令順守、環境問題、品質問題など企業生命に懸かるリスク

の発生時の早期発見および根絶のための組織体制を構築し、今後の企業活動の継続発展に資する

よう、尽力いたします。

10．業務の有効性・効率性、財務報告の信頼性、事業活動に関わる法令等の順守、資産の保全等を維

持するために、内部統制システムを構築して徹底を図る。
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11．上記を具体的に実行する施策を行うことにより、株主の皆様の資産ならびに従業員の雇用を守

るべく尽力いたします。

しかし、これらの対応策による早期の業績回復は依然として不透明であり、現時点では継続企業の前

提に関する重要な不確実性が認められます。

なお、当社グループは上記のような対応策を実行中であり、四半期連結財務諸表は継続企業を前提と

して作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性の影響を四半期連結財務諸表には反映

しておりません。
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  会計処理基準に関する事項の変更 (1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業

会計基準第16号  平成20年３月10日公表分)及び「持分法適用関連

会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号平成

20年３月10日)を適用しております。

これに伴い、同一環境下で行われた同一の性質の取引等について、

投資会社（その子会社を含む）及び持分法を適用する被投資会社が

採用する会計処理の原則及び手続は、原則として統一する方法（統

一しないことに合理的な理由がある場合は除く）に変更しておりま

す。

これによる経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響

はありません。

 

(2) 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除去債務

に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号平成

20年３月31日)を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

(四半期連結貸借対照表関係)

前第２四半期連結会計期間において、流動負債の「短期借入金」に含めておりました「１年内返済予定の長

期借入金」は、当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしております。なお、前第２四半期連結会計

期間の流動負債の「短期借入金」に含まれる「１年内返済予定の長期借入金」は35,976千円であります。

(四半期連結損益計算書関係)

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号  平成20年12月26日)に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令(平成21年３月24日  内閣府令第５号)の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

　

項目
当第２四半期連結累計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

１  固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却

費の額を期間按分して算定する方法によっております。

２  経過勘定項目の算定方法 　一部の費用については、合理的な算定方法による概算額で計上してお

ります。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。

　

【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

3,453,435千円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

3,437,910千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 17,002千円

※２　手形割引高及び裏書譲渡高

受取手形裏書譲渡高 24,524千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 146,632千円

賞与引当金繰入額 24,120千円

退職給付費用 21,417千円

減価償却費 302千円

研究開発費 40,580千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 153,876千円

賞与引当金繰入額 24,810千円

退職給付費用 20,826千円

減価償却費 2,055千円

研究開発費 35,761千円

　

　

第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 70,355千円

賞与引当金繰入額 24,120千円

退職給付費用 10,709千円

減価償却費 200千円

研究開発費 19,907千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

給料 76,520千円

賞与引当金繰入額 12,405千円

退職給付費用 10,359千円

減価償却費 1,174千円

研究開発費 17,597千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 1,419,911千円

預入期間が３か月超の定期預金 △100,000〃

現金及び現金同等物 1,319,911千円

現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 264,436千円

預入期間が３か月超の定期預金 △10,000〃

拘束性預金 △5,412〃

現金及び現金同等物 249,024千円
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(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)及び当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日

 至  平成22年９月30日)

１  発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 46,958,026

　

　

２  自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 438,770

　

　

３  新株予約権の四半期連結会計期間末残高

ストック・オプションとしての新株予約権

会社名 目的となる株式の種類 目的となる株式の数(株)
当第２四半期

連結会計期間末残高
(千円)

提出会社 普通株式 931,000 7,241

連結子会社 ― ― ―

合計 931,000 7,241

(注)　目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。

　

　

４  配当に関する事項

　該当事項はありません。

　

　

５  株主資本の著しい変動に関する事項

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　

　
工業用品
事業
(千円)

食品医療
用品事業
(千円)

スポーツ
用品事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

412,75289,650341,243 ― 843,646 ― 843,646

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― (―) ―

計 412,75289,650341,243 ― 843,646 ― 843,646

営業利益(又は営業損失(△)) 6,622△15,44434,575 ― 25,752(106,173)△80,420

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な製品

　(1) 工業用品事業　　 …… ゴムライニング　型物　洗浄装置

　(2) 食品医療用品事業 …… 哺乳器用乳首　食品パッキン

　(3) スポーツ用品事業 …… ソフトテニスボール　スポーツウエア　スポーツ施設工事

　(4) その他の事業　　 …… アクアセラミックス事業　光通信事業

　

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日)

　

　
工業用品
事業
(千円)

食品医療
用品事業
(千円)

スポーツ
用品事業
(千円)

その他の
事業
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

792,831202,788706,914 ― 1,702,533― 1,702,533

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― (―) ―

計 792,831202,788706,914 ― 1,702,533― 1,702,533

営業利益(又は営業損失(△)) 20,782△21,24583,557 ― 83,094(221,071)△137,976

(注) １　事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。

２　各区分に属する主要な製品

　(1) 工業用品事業　　 …… ゴムライニング　型物　洗浄装置

　(2) 食品医療用品事業 …… 哺乳器用乳首　食品パッキン

　(3) スポーツ用品事業 …… ソフトテニスボール　スポーツウエア　スポーツ施設工事

　(4) その他の事業　　 …… アクアセラミックス事業　光通信事業
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店は存在しておりませんので該当事項はあり

ません。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店は存在しておりませんので該当事項はあり

ません。

　

【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

前第２四半期連結累計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年９月30日)

　海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。

　

EDINET提出書類

昭和ホールディングス株式会社(E01088)

四半期報告書

29/39



　

【セグメント情報】

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号

 平成20年３月21日)を適用しております。

　

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社グループは、製品・サービス別の事業部門を置き、各事業部門は、取り扱う製品・サービスについて

国内および海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、「工

業用品事業」、「食品医療用品事業」、「スポーツ用品事業」の３つを報告セグメントとしております。

それぞれの報告セグメントの内容は次のとおりです。

(工業用品事業)

当事業は、ゴムライニング、型物、洗浄装置の製造および販売を行っております。

(食品医療用品事業)

当事業は、哺乳器用乳首、食品パッキンの製造および販売を行っております。

(スポーツ用品事業)

当事業は、ソフトテニスボールの製造および販売、スポーツウエアの販売、スポーツ施設工事、テニスク

ラブの運営を行っております。

　

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注1)

調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額工業用品

事業
食品医療
用品事業

スポーツ
用品事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 776,424205,914674,5721,656,910― ― 1,656,910

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― 132,540△132,540 ―

計 776,424205,914674,5721,656,910132,540△132,5401,656,910

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は損失(△))

△32,779△23,86369,87413,231△30,995△209,434△227,197

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、親会社によるグループ統括事業業

績数値であります。。

２　セグメント利益又は損失の調整額△209,434千円には、「その他」の区分の損失△30,995千円、全社費用△

240,429千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

　 　 　 　 　 (単位：千円)

　

報告セグメント
その他
(注1)

調整額
(注2)

四半期連結
損益計算書
計上額工業用品

事業
食品医療
用品事業

スポーツ
用品事業

計

売上高 　 　 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 352,827106,828318,886778,541 ― ― 778,541

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

― ― ― ― 66,270△66,270 ―

計 352,827106,828318,886778,54166,270△66,270778,541

セグメント利益又は損失(△)
(営業利益又は損失(△))

△14,185△1,22326,74411,336△22,929△103,198△114,792

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、親会社によるグループ統括事業業

績数値であります。。

２　セグメント利益又は損失の調整額△103,198千円には、「その他」の区分の損失△22,929千円、全社費用△

126,128千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

３　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。
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(金融商品関係)

当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日)

時価のある売買目的の債券及び有価証券並びに長期貸付金が、企業集団の事業の運営において重要なも

のとなっており、かつ前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

　
　 　 　 　 (単位：千円)

科目
四半期連結

貸借対照表計上額
時価 差額 時価の算定方法

有価証券 467,812 467,812 ― (注１)

短期貸付金 360,000 360,000 ― (注２)

(注) １  有価証券の時価の算定方法

これらの時価については、取引所の価格によっております。

２  短期貸付金の時価の算定方法

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

(有価証券関係)

その他有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して

著しい変動がありません。

　

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループはデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

　

(ストック・オプション等関係)

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日)

ストック・オプションに係る当第２四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名

販売費及び一般管理費の株式報酬費用     1,671千円

　

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額
　

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 127円07銭
　

　 　

　 139円84銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期
連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 5,955,871 6,546,912

普通株式に係る純資産額(千円) 5,911,324 6,505,153

差額の主な内訳(千円) 　 　

  新株予約権 7,241 3,899

  少数株主持分 37,305 37,859

普通株式の発行済株式数(千株) 46,958 46,958

普通株式の自己株式数(千株) 438 438

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数
(千株) 46,519 46,519

　
２  １株当たり四半期純利益金額等

第２四半期連結累計期間
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 0円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失 12円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化
効果を有している潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失（△）　　　　　　　　　(千円)

△37,585 △596,884

普通株式に係る四半期純損失（△）　　(千円) △37,585 △596,884

普通株主に帰属しない金額　　　　　　(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数　　　　　　(千株) 44,761 46,519

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

平成21年
ストック・オプションと
しての新株予約権
(新株予約権の数

9,310個)
新株予約権の概要は「第
４　提出会社の状況、１　
株式等の状況、(2)　新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。
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第２四半期連結会計期間

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

１株当たり四半期純損失 0円84銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期
純損失であるため、記載しておりません。

１株当たり四半期純損失 4円25銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、希薄化
効果を有している潜在株式が存在しないため、記載して
おりません。

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年７月１日
至　平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の
四半期純損失（△）　　　　　　　　　(千円)

△39,070 △197,799

普通株式に係る四半期純損失（△）　　(千円) △39,070 △197,799

普通株主に帰属しない金額　　　　　　(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数　　　　　　(千株) 46,567 46,519

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益の算定に含まれなかった潜在
株式について前連結会計年度末から重要な変動が
ある場合の概要

―

平成21年
ストック・オプションと
しての新株予約権
(新株予約権の数

9,310個)
新株予約権の概要は「第
４　提出会社の状況、１　
株式等の状況、(2)　新株
予約権等の状況」に記載
のとおりであります。
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年11月12日

昭和ホールディングス株式会社

取締役会  御中
　

ビーエー東京監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    原    　    伸    之    印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    谷    田    修    一    印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和

ホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結

会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和ホールディングス株式会社及び連結子会

社の平成21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結

累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　

追記情報

１．継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しており、また、

営業キャッシュ・フローについても前連結会計年度まで継続的にマイナスの状況にあったことから、継続

企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重

要な不確実性が認められる。なお、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由について

は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重

要な不確実性の影響は四半期連結財務諸表には反映していない。

２．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年７月23日開催の取締役会の決議に基づき平成21年10月

１日付けで会社分割を実行している。

３．重要な後発事象に記載のとおり、会社は平成21年10月13日開催の執行役会において持分法適用関連会社

の株式の追加取得および子会社化を決議しており、株式取得の相手先との基本合意を締結している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年11月15日

昭和ホールディングス株式会社

取締役会  御中

　

稲森公認会計士事務所
　

　 公認会計士    稲    森    信    幸    印

　

公認会計士松本健司事務所
　

　 公認会計士    松    本    健    司    印

　
私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている昭和ホー

ルディングス株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、私たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビュー

を行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施

される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、昭和ホールディングス株式会社及び連結子会社の

平成22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計

期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じ

させる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
追記情報

継続企業の前提に関する注記に記載されているとおり、会社は継続して営業損失を計上しており、また、

営業キャッシュ・フローについても継続的にマイナスの状況にあり、継続企業の前提に重要な疑義を生じ

させるような状況が存在しており、現時点では継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる。な

お、当該状況に対する対応策及び重要な不確実性が認められる理由については当該注記に記載されている。

四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な不確実性の影響は四半期

連結財務諸表には反映されていない。

　
会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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